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別冊資料 

１ 公共施設マネジメントに関する取り組み状況 

１－１ 施設保有量の推移，過去に行った主な対策の実績 

年度 

増加 

面積 

(㎡) 

削減 

面積 

(㎡) 

延床面積

(㎡) 

増減率

(％) 
過去に行った主な対策の実績 

平成 26 

(2014)年度 
- - 499,409.73 -  

平成 27 

(2015)年度 
7,083.94 13,587.20 492,906.47 △1.3 

【売却】旧大草小学校 

【解体】旧南小学校校舎 

【複合化】旧久井小学校へ久井コ

ミュニティセンター，久

井歴史民俗資料館の機

能を併設 

【増築】本郷西小学校 

平成 28 

(2016)年度 
2,194.78 8,028.95 487,072.30 △1.2 

【売却】旧緑ヶ丘商業高等学校 

【解体】旧武道館 

平成 29 

(2017)年度 
8,805.40 10,954.62 484,923.08 △0.4 【新築】消防本部 

平成 30 

(2018)年度 
14,367.70 2,712.90 496,577.88 2.3 

【解体】旧消防本部 

【新築】本庁舎 

平成 31 

(2019)年度 
377.48 6,571.96 490,383.40 △1.2 

【解体】旧本庁舎，旧円一町庁舎 

【複合化】久井保健福祉センター

へ久井支所の機能を併

設 

令和 2 

(2020)年度 
5,616.54 793.08 495,206.86 1.0 

【売却】旧久井保育所 

【複合化】ペアシティ三原西館へ

児童館，老人大学の機能

を併設 

【集約化】ペアシティ三原西館へ市

民福祉会館の機能を集約 

【新築】中央図書館，三原市斎場 

計 38,445.84 42,648.71 495,206.86 △0.8  

※増減率は各年度については前年度との比較を，計については平成 26(2014)年度との比較を

表示しています。 
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１－２ 有形固定資産減価償却率の推移 

 有形固定資産のうち土地以外の償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合を

算出することにより，耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過したのかを全体的

に把握できます。この比率が高くなるほど施設の老朽化が進んでいることになります。 

年度 有形固定資産減価償却率(%) 

平成 28(2016)年度 61.4  

平成 29(2017)年度 62.1  

平成 30(2018)年度 63.6  

平成 31(2019)年度 64.0  

 

  

資料：三原市の財務書類 
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２ 長寿命化対策を反映した場合の見込み 

２－１ 建物施設 

 

区分 試算条件 

建物施設 

 類型別実施計画において，建物の方向性を「継続」又は「検討中」

とした施設のうち，延床面積が 200 ㎡を超える施設について，部位

毎に保全を行い，築後 65年を目標に使用する。 

 築後 66年で現在の施設と同規模の建替えを行う。 

 

 令和 3(2021)年から令和 36(2054)年までの 34年間で，総額 767億 9千万円，年平均で 22

億 6千万円かかる試算となっています。 

 「第 4章 更新費用の見通し」の試算結果の年平均 48億 9千万円と比較すると，年平均

26億 3千万円の削減となります。 
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(億円) 投資的経費
大規模改修
建替え

更新費用 

年平均 22.6 億円 

238.5 億円 
令和 3(2021)年～令和 36(2054)年  

34年間の総額 767.9億円  
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２－２ インフラ施設 

 道路，橋梁，上下水道等のインフラ施設は，計画的な施設の点検等の実施により長寿命

化を図り，更新費用の縮減に努めます。 

 

 

 

３ 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

３－１ ユニバーサルデザイン化 

 ユニバーサルデザイン 2020 行動計画（平成 29 年 2 月 20 日ユニバーサルデザイン 2020

関係閣僚会議決定）におけるユニバーサルデザインの街づくりの考え方を踏まえ，障害

の有無，年齢，性別，人種等にかかわらず，多様な人が利用しやすい公共施設等となる

よう，利用者ニーズや施設の状況を考慮し，改修・更新を進めます。 

 

 

 


